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第４章 ４つのキーワード（テーマ）の基本方針 

将来像の実現に向けて、４つのキーワード（テーマ）ごとに『多くの人を惹きつけ、

時を過ごし、住みたい、働きたいまち』、『暮らし続けるまち』に向けた方策や取り組み

を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

高島平地域の将来像 

願いに応え、みんなでつくる『高島平スタイル』 

～多くの人を惹きつけ、時を過ごし、住みたい、働きたい、暮らし続けるまち～ 

(3)ＤＣＰの推進
に よ る 地 域 機
能の継続 

(1)安心・安全な 
避難・滞在拠点
の形成 

(2)広域的な救援
拠点の形成 

＜防災＞ 

災害時でも継続的に
生活の安定や都市機
能が維持されるまち 

(1)交流の促進や
生 活 利 便 機 能
が充実した 
拠点の形成 

(2)核や地域をつ
なぎ、にぎわい
と う る お い を
与える軸の 
形成 

(3)交通ネット 
ワークの強化 

＜にぎわい＞ 

地域の内外からの 
交流促進や利便性の 

高いまち 

(1)民間部門も活
用 し た 多 様 な
子 育 て 支 援 サ
ー ビ ス 等 の 提
供 

(2)心と体の健康
づくり 

(3)地域活動の 
担い手支援 

＜ウェルフェア＞ 

子どもから高齢者 
まで元気に楽しく 

暮らせるまち 

(1)地域特性を活
か し た 総 合 的
な ス マ ー ト エ
ネ ル ギ ー の 推
進 

 

＜スマートエネルギー＞ 

環境負荷の低減や 
循環型エネルギーに

対応したまち 
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１ にぎわい ～地域の内外からの交流促進や利便性の高いまち～ 

(1)交流の促進や生活利便機能が充実した拠点の形成 

①地域内外からの交流を促進するための交流核の形成（高島平駅周辺） 

現在の高島平駅周辺においては、日常生活を支える最寄り品を中心としたスー

パーや小規模な小売店・飲食店について、一定の集積が認められますが、買回り

品等の生活全般に対応した店舗の十分な集積までは見られず、にぎわいや楽しく

時間を消費する生活空間を生み出すための地域の中心となる機能等を集積・拡充

する必要があります。 

また、商業施設のみならず、公共施設や医療機関、生活支援等の施設等が立地

しているため、高島平地域の中心と認識されていますが、更なる魅力向上やにぎ

わいの創出を図ることで、地域のブランディングに寄与する役割を担うことが期

待されます。 

したがって、駅南側に集積する公共用地や公共施設等の再整備を起爆剤として、

にぎわいや交流機能、生活利便性を高め、高島平地域の物語発信の中心となる交

流核を形成します。 

 

②生活利便等の機能を導入した生活核の形成（鉄道駅の周辺） 

地域内に位置する鉄道駅については、今後の超高齢化や若者世代・ファミリー

世帯の流入を見据えつつ、駅を中心とした生活圏域の形成を実現する機能等の集

積・配置を図ることが重要です。 

これらを踏まえ、長期的には、既存の駅舎や駅前等の改修・再構築に併せて、

日常生活のサポートや憩いの場の設定、高齢者が気軽に集える空間や子育て世帯

のサポート機能など、駅を中心とした利便性の高い都市の生活核を形成します。 

 

③既存の公共公益施設の機能更新等によるにぎわい拠点の形成 

地域内には多くの公共公益施設が立地していますが、経年による施設の陳腐化

により魅力が乏しく、必ずしも高い利用とは言えない場合もあり、高島平地域の

にぎわい創出のための地域資源として有効活用を図っていく必要があります。 

こうした既存施設の建替え、更新等に併せて、高島平地域への来街者の増加に

寄与するための魅力的で集客性の高い拠点を形成していきます。 

 

④大規模施設用地の有効活用によるにぎわいの導入 

地域の北側には、大規模な流通業務団地や駅前人工地盤など、低利用な施設や

基盤があり、閉鎖的な空間や地域の分断要素になっていることも否めません。こ

れらは、駅直近の立地であることからも、持続的なにぎわいを創出するためには、

将来的な土地利用転換や機能更新と併せた有効活用を図っていくことが重要で

す。 

そのため、法規制の緩和や所有者等との活用に係る協議を見据えた中長期的な

最寄り品 ：日用品や食料品など、購買頻度が 高く消費者が時間をかけずに購入するような商品 
買回り品 ：購入頻度が低く、購入にあたり品質や価格を比較検討するなどして慎重に選ぶ商品 
ブランディング：ブランドを構築するため の組織的かつ長期的な取り組みのこと 
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再生方策を検討し、にぎわい創出のための大きなインパクトとなる新たな商業、

業務施設等の誘導や都市計画施設の多用途による複合利用を図るなど、さらなる

にぎわい、交流機能の誘導を推進します。 

 

⑤公園、緑地の再整備による緑とうるおいの拡充 

身近に公園、緑地が充実している環境を都市の魅力に活かすため、緑地、緑道

の再整備を行いながら、更新時期を迎えた公園を順次大規模改修していきます。 

 

(2)核や地域をつなぎ、にぎわいとうるおいを与える軸の形成 

①地域内の駅や拠点、まちを連携させるプロムナードの整備 

高島平地域が多くの人々から選ばれるためには、後述する鉄道駅を中心とする

交流核・生活核（Ｐ49～Ｐ50）の形成とともに、それらを連結させる歩行者や自

転車利用者の空間づくりが必要です。 

各駅前の再整備や駅舎改良と整合した三田線の高架下の一層の有効活用や地

域内に立地・点在する店舗や施設、公園、緑地等と連携するとともに、駐輪場の

適切な配備を行い、歩行者や自転車利用者が安全に利用でき、地域住民同士の交

流や来街者でも楽しく過ごせる空間を創出します。 

特に、三田線に沿った東西方向に緑道状に延びる区立高島平緑地などは、主に

南側の団地を中心とする住宅地のバッファゾーンの役割も果たしており、こうし

た機能を維持しながら地域住民が楽しく豊かな生活を送るために歩行者や自転

車利用者を中心とした空間の質を向上します。 

また、これらの取り組みの更なる推進を図るため、検討の状況に応じて都市計

画マスタープランでの位置づけの変更や沿道一体型の地区計画等による商業系

用途地域への変更を想定するなど、にぎわいとうるおいを感じられる空間設計と

形成を推進します。 

 

②地域を結ぶ歩行者・自転車利用ネットワークの形成 

当初の高島平地域の開発においては、高島平団地を中心とした大規模な街区に

よる市街地整備が行われてきた経緯もあり、特に高島平駅周辺の東西方向に人間

味が感じられる歩行者や自転車利用者のための空間が確保されていない現状に

あります。また、広幅員道路である高島通りによって南北が分断されている状況

にあります。 

歩行者と自転車利用者（人の活動、出会い・交流の発生）のための場所づくり

を進め、歩きやサイクリングを中心に、楽しく暮らせるまちとして再生するため

に、荒川の河川敷や徳丸ヶ原公園、赤塚公園等の緑空間と連携する南北方向の既

存道路や、高島平二丁目及び三丁目に広がる高島平団地を視野に入れて、ウォー

キングディスタンスエリアや自転車利用に適した環境整備を推進します。 

  バッファゾーン    ：自動車の通行や工場の操業などにより発生する騒音、振動、排出ガスなどによる公害

の影響を緩和し、後背地の環境を保全するために、道路や工場等の施設に沿って配置

された緑地や工作物など 
都市計画マスタープラン：1992 年の都市計画法改正により規定された市町村の都市計画に関する基本的な方針 

ウォーキングディスタンス（エリア）：徒歩圏。徒歩で容易に到達できる距離。一般的に最寄駅から 10 分程度の

距離感を意味する 
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例えば、高島平駅の駅舎改良や旧高七小跡地等の公共用地及び公共施設整備等

に併せて高島平駅とそれぞれのエリアを結ぶペデストリアンデッキを整備する

など、歩行者が安全に楽しくにぎわいやうるおいを享受できる良質な空間を形成

します。 

また、鉄道駅にとどまらず、一般街路や公共施設、公園等に、駐輪場を適切に

配備することで、子どもから若者、女性、高齢者などの多様な自転車利用を促進

していきます。 

 

(3)交通ネットワークの強化 

①自転車走行空間の整備促進 

  自転車を移動のみならず、さまざまな出会いと交流を生み出すための手段と位

置づけ、地域内の全ての場所を結ぶ全ての大通り（幹線街路）で、安全で快適な

自転車走行空間を整備していきます。 

  また、人間中心の生活を推進する一環として、地域外との交流や通学・通勤で

の利用も考慮して、区全体や東京都の「自転車走行空間整備計画」との連携を図

っていきます。 

  各駅前の再整備や駅舎改良と整合した三田線の高架下の一層の有効活用や、地

域内に立地・点在する店舗や施設、公園、緑地等と連携するとともに、駐輪場の

適切な配備を行い、歩行者や自転車利用者が安全・快適に利用でき、地域住民同

士の交流や来街者でも楽しく過ごせる空間を創出していきます。 

 

②地域内自転車利用環境の向上 

高島平地域は、比較的平坦な地形のため自転車利用が多く、三田線４駅の平成

24 年度における放置自転車の撤去台数は年間 3,087 台と板橋区全体の撤去台数

の 16％を占めています。 

このような放置自転車問題を解消し、快適に自転車を利用できる環境を整える

ため、駅周辺や公園、公共施設、大学、商業施設等における駐輪場整備や、シェ

アサイクルの自転車貸出し拠点（ポート）の設置を検討し、自転車利用環境の向

上を推進します。 

 

③広域的な集客に向けた鉄道、道路網等の強化 

環状8号線をルートとして赤羽から羽田空港を結ぶ環状鉄道（エイトライナー）

の計画があり、将来的には２３区の西北部から南部を結ぶ良好な交通アクセスが

期待されることから、環状鉄道（エイトライナー）の推進に向けた働きかけを行

います。 

  

ペデストリアンデッキ：高架等によって車道から立体的に分離された歩行者専用の通路。「歩行者回廊」「公共

歩廊」とも言われる 

自転車走行空間：自転車専用道、歩道内で分離された自転車道、車道内の自転車レーン、車道に付す自転車ナ

ビマーク等の総称 

シェアサイクル   ：街中にいくつもの自転車貸出拠点（ポート）を設置し、利用者がどこでも貸出・返却

できる新しい交通手段 
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また、地域外からの道路のアクセス強化に向け、整備計画中の国道 254 号バイ

パスと放射 35 号線の早期整備を推進します。 

さらに、民間のバス交通網についても、地域内ににぎわいを導入することで、

充実をめざしていきます。 

 

④三田線の延伸に関する考察 

西高島平駅は三田線の終着駅であり、地域内の３駅と共に乗り継ぎができる鉄

道路線と接続していないため、道路アクセスやバス路線が充実していることを考

慮しても、複数路線が乗り入れる吉祥寺や二子玉川等のような、多くの乗降客が

期待できない一因となっています。 

三田線の東武東上線への延伸は、埼玉方面からの集客や乗降客数の増加による

にぎわいの向上が期待されますが、以前あった延伸計画もそれ自体がなくなって

おり、鉄道事業者をはじめ、板橋区以外の周辺自治体も取り組みをしていない状

況となっています。また、高島平地域から通勤通学で利用される方にとっては三

田線の混雑等のデメリットも考えられます。 

そのため、現在の６両編成から８両編成への輸送力強化を働きかけるとともに、

将来、流通業務団地の機能更新等による大規模な土地利用転換による商業・業務

等の集積を図る等をする中で、三田線の東武東上線への延伸希望者が回答者の約

60％に及んだアンケート結果や交通政策の観点から「板橋区発」の取り組みの可

否についての検討もしていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：三田線の延伸に関するアンケート結果 

 

 

 

 

延伸を希望する上位５駅  
成増（18％）、池袋（15.9％）、和光市（13.5％）、大宮（8.8％）、光が丘（7.2％） 
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２ ウェルフェア ～子どもから高齢者まで元気に楽しく暮らせるまち～ 

(1)民間部門も活用した多様な子育て支援サービス等の提供 

①一時保育サービスの充実 

子育て世代を支援する場として、地域内でキッズルーム等を展開し、預かり保

育や身近な子育て相談の充実をめざします。キッズルーム等の運営は、子育て関

連のＮＰＯ法人や地域の子育て賛助会員を活用し、ワーク・ライフ・バランスに

柔軟に対応できる仕組みを構築します。 

 

②フレキシブルな保育サービスの提供 

地域内の人口構成などの変化に伴う保育ニーズの状況に応じて、民間ビルや鉄

道高架下等を活用し、民間活力により認可・認証保育所、小規模保育施設などラ

イフスタイルに合わせて多様な保育サービスを提供していきます。 

 

③児童館の子育て支援 

あいキッズの全校実施に伴い、児童館は乳幼児を中心とした取り組みを拡大し、

年齢別乳幼児プログラムや相談機能等の充実を図り、子育て世帯を支援します。 

 

④あいキッズの地域交流 

子どもたちが慣れ親しんでいる学校の校庭・体育館や特別教室などの施設で、

有資格の指導員による計画的なプログラムを展開することで、交通事故や事件か

ら守り、怪我等の未然防止や災害等の緊急対応など安心・安全な運営を進めてい

きます。 

また、区がこれまで培ってきたノウハウを伝承しつつ、民間の活力・発想・柔

軟性などの特性を活かした体験活動や家庭環境による区分やクラスを設けず、異

学年や他校に通う子どもたちとの日々の交流活動を通じて、自主性・社会性・創

造性など健全な成長を育んでいきます。 

さらに、地域の方や大学生が学習支援に参加するサポーター事業を展開して交

流を図り、地域への愛着を育む事業の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランス：仕事と生活を共存させながら、持っている能力をフルに発揮し、それぞれが望む

人生を生きること 
小規模保育施設     ： 0 歳児から 2 歳児を対象に 6 名以上 19 名以下の定員で保育を行う保育施設。基

礎自治体が認可し、施設や運営の基準を定め、民間事業者が保育施設の設置・運

営を行う 

あいキッズ       ：地域コミュニティの基盤である小学校内で、放課後の時間に、遊び・文化・スポ

ーツなどの様々な体験交流活動を通じて、次代を担う子どもたちの健やかな成長

と人間形成を図る事業である。放課後は無料で誰でも参加でき、就労・介護のほ

か、ＰＴＡや町会・自治会活動などを行う家庭の子どもたちには、午後７時まで

の時間延長や帰宅時間管理などを行い、子育てをする保護者が仕事や地域貢献活

動を安心して続けられるよう「仕事等と子育ての両立支援」を図っている 
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(2)心と体の健康づくり 

①健康ウォーキング・サイクリングの展開 

生活習慣病を予防し、健康で自立した生活を送るため、高島平緑地や緑道、団

地内通路等を活用して地域内外の公園や荒川河川敷等を結ぶウォーキングロー

ド、サイクリングロードを指定し、歩行・自転車利用環境の整備と運動習慣を取

り入れた日常生活を送ることのできる健康スポットやコミュニティ施設等の整

備を進めます。 

また、ウォーキングロード、サイクリングロード沿いにベンチ、休憩所、案内

板などの設置やサイン計画の展開、健康遊具等の設置、病院やＮＰＯ法人を活用

した健康イベントや健康相談の実施に向けた仕組みづくりに取り組みます。 

さらに、温水プールを活用したウォーキングやフィットネスを活用しながら、

健康意識の向上に取り組みます。 

併せて、電力需要の高まる夏場の昼間（12～16 時）や冬場の夕方（17～21 時）

に健康ウォーキング、サイクリングやフィットネスを推進することで、外出を促

す「デマンドレスポンス」の要素を加え、インセンティブを還元する仕組みを構

築し健康づくりと地域エネルギーの消費量削減を同時に達成する取り組みにつ

いて検討します。 

 

②農園・園芸やコミュニティガーデンによる緑とのふれあい 

食や健康に対する意識の高まりや園芸療法に見られるような心の健康に関す

る研究も進んでおり、ベランダ菜園や農業体験等の機会を通じて安全な食べ物を

自ら作る等、生活の質を高める機運が高まっています。また、植物の育成等を通

じたコミュニティ活動も近年盛んになってきていることから、区民農園にプラス

して、コミュニティガーデンを地域内に整備し、緑や人とふれあう機会を創出し

ていきます。 

実際に設置を検討するにあたっては、“農ある都市”としての魅力を高めるた

めに、ＪＡ東京あおばとの連携を拡充するとともに、前谷津川緑道の水景施設（な

がれ）に替えて、花を植えるスペースとして区民に貸し出すなど、地域内の緑地

や緑道、公園等を活用し、指定管理者やＮＰＯ法人、自治会等の地域の団体等の

活躍を念頭に、公園・緑地等の維持管理と合わせた事業展開に向けた体制を構築

します。 

また、隣接する赤塚地域内に自生している区の花「ニリンソウ」を観察するツ

アーなど、高島平地域の特色を活かしたイベントを企画することで、外出の動機

づけを図っていきます。 

 

  

デマンドレスポンス ：需給ひっ迫時などに、家庭や企業が発電量に合わせて消費電力量を変動させることに

より、需給調整を実現するための仕組み、あるいは契約。 電力会社（系統運用者）

が節電に対して報奨金を支払う場合、電気料金を変動させる場合などがある 
インセンティブ   ：人の意欲を引き出すために、外部から与える刺激 
コミュニティガーデン：区民が主体となって、地域のために場所を選定し、花壇づくりから維持管理まですべ

ての過程を自主的な活動によって支えている『緑の空間』を創出する活動 
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③地域包括ケアシステムの推進 

高齢者の徒歩圏内に医療、福祉施設が充実している強みを活かして、高齢者が

住み慣れたまちで暮らし続けることができる環境づくりのため、住まい、医療、

介護、予防、生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を区の

モデルとしてできるだけ早期に確立します。 

   まずは、リーディングプロジェクトとして「高島平団地高齢者地域包括ケア施

策ビジョン」の実現に取り組むとともに、高島平団地だけでなく地域全体の取り

組みとして医師会病院や高島平中央総合病院を中心に、地域内の介護事業者と連

携した医療と介護が一体となったケアシステムを展開します。 

 

④地域に長く住み続けるための住み替え支援 

現在、高島平団地では、賃貸住宅を利用した分散型サービス付高齢者向け住宅

（ゆいま～る高島平）を導入しており、地域に住み続けたい高齢者の住み替えの

選択肢を提供しています。 

しかし、高島平地域としては、賃貸、分譲マンションや戸建て住宅等の多様な

住宅資産があるものの、同じ地域に安心して住み替えられる仕組みがないことか

ら、優良な住宅資産が活用されていない状況にあります。その為、将来的には地

域全体で住み替えに向けたマネジメントや空き家の他用途への有効活用、あっせ

ん等を行うことで、多様な世代が地域に長く住み続けられる仕組みを構築します。 

 

⑤障がい者施設の充実 

障がい者（児）が通いなれた地域として保護者等の期待も高いことから、既存

の施設の充実や今後の高いニーズが予想される生活介護施設及び重症心身障が

い者施設並びにグループホーム、発達障がい者支援施設等の誘致に向けた都有地

など（例えば、鉄道高架下）の有効活用に取り組む必要があります。 

 

(3)地域活動の担い手支援 

①地域内外大学との連携 

ウェルフェアを地域全体で展開するためには、地域活動の担い手が必須であり、

大学の知見や学生がもたらす活気とにぎわいをまちづくりに活かしていくこと

で、地域活動がより活発になることから、板橋区内のまちづくりの担い手となる

大学（大東文化大学、東洋大学、帝京大学、淑徳大学、日本大学、東京家政大学）

と連携し、高島平地域における大学の地域活動を支援していきます。 

また、地域外の大学でも、例えば、団地資源を活用した「高齢者の居場所づく

り」の実践研究の場として注目するなど、高島平への関心の高さが伺えることか

ら、積極的に連携を進めていきます。 

 

 
リーディングプロジェクト：計画を進める上で核となり，先導的な役割を果たすプロジェクトのこと 
グループホーム     ：高齢者や障がい者が少人数（5～10 人程度）で共同生活を営む住居 
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②地域住民のコミュニティ活動の機会創出と活動支援 

高島平地域では、住民やＮＰＯ法人等による地域活動・事業活動が活発なこと

から、これらの活動主体をウェルフェア推進の担い手として位置づけ、育成し、

サービスの受け手から、地域の担い手を増やしていきます。区との協働事業の推

進や活動主体の交流ネットワークを構築・充実していきます。 

 

③青少年期からの人材育成 

ウェルフェア推進の担い手を効果的に育成するには、若い世代に対する意識啓

発や体験の機会や場を提供することが必要であるとともに、生涯学習の取り組み

とすることで、一生を通じて、まちづくりに貢献する人材を育成するサイクルを

構築することが重要と考えます。 

高島平地域では、従来から青少年健全育成活動でジュニアリーダーが活躍し、

地域の青少年活動に貢献したり、例えば、地域の児童館や青少年委員が核になっ

て進めている「ＩＴＡＢＡＳＨＩ高島平ボランティアワークショップ」のように、

高齢者や障がい者施設での体験を通じた中学生ボランティアの育成を行ってい

ることから、地域の青少年健全育成地区委員会やＮＰＯ法人等と連携した取り組

みを一層充実させ、青少年・若者の成長を応援する仕組みを活発化させていきま

す。 

 

④高齢者の就労支援 

千葉県柏市の豊四季台地域における「高齢者の生きがい就労事業」では、希望

する高齢者を対象とした就労セミナーを開催し、予めこの事業組織に加入してい

る事業者とのマッチングを行い就労（組織の一員として、ローテーションを組ん

で働くこと。）に繋げるという取り組みを行っており、地域で必要とされている

農、食、保育・子育て支援、生活・福祉等の様々な分野で高齢者が活躍していま

す。 

高齢者が生きがいを持って地域で生活する環境整備の一環として、地域内の就

労を希望する高齢者向けのセミナーの開催や地域内の事業者や団体の高齢者活

用の促進に向けた仕組みづくりを進めます。 

 

⑤障がい者就労の場づくり  

障がい者の自立支援の一環として、既存施設の充実や民間施設の誘致とあわせ

て障がい者の就労の場づくりの検討を進めます。 
 

⑥女性や若者、高齢者などの起業支援 

近年、女性や若者の就労形態は多様化しており、在宅や地域で自ら起業する女

性や若者が増えていることから、起業に向けたセミナーや相談会の開催、ＴＤＣ

による空き店舗紹介やシェアオフィス等の運営等の起業支援に向けた体制を構
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築します。 

また、高齢者は自宅に近く、勤務日や通勤時間を選べ、無理のない範囲であ  

れば働きたいという就労意欲があります。千葉県我孫子市では、市による起業支

援講座をきっかけに受講生による組織が発足、現在 60 名以上の高齢者が会員と

なって地域課題の解決に向けた事業等に従事、活躍しています。 

高齢者の割合が多いという地域特性をもつ高島平地域においても、「高齢者の

起業支援」のため、情報提供の機会と場を拡大し、高齢者が活躍するための事業

を展開します。 
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３ スマートエネルギー ～環境負荷の低減や循環型エネルギーに対応したまち～ 

東日本大震災以降、地球温暖化問題に対する温室効果ガス削減等の省エネルギー

への取り組みだけでなく、電力供給不足への対応として再生可能エネルギー等の導

入への機運がこれまで以上に高まっています。 
また、環境負荷の抑制に加え、災害時も含めた社会の持続性や日常生活の復元性

の視点も加味し、まちづくりや防災、健康・福祉などの分野との連携も視野に入れ、

効率的・効果的にエネルギーを活用するための取り組みが各地で展開され始めてい

ます。 
区でも、未来創造プラン等でこうした将来展望を描いていますが、今後は、都市

機能の維持に必要なエネルギー確保やエネルギー融通がより重要になると予想さ

れます。 

(1)地域特性を活かした総合的なスマートエネルギーの推進 

①計画的・段階的なエネルギーのネットワーク化の推進 

高島平地域はエネルギーシステムを考える上で特徴的な立地環境を有してい

ます。エネルギーの需要側（消費者側ともいえる）として、高島平団地を中心と

する多くの集合住宅を有するのはもちろん、区民館や病院をはじめとする公共公

益施設が集積して立地する一方で、エネルギーの供給側になり得る板橋清掃工場

などの大規模なエネルギー源が近隣に立地しています。これらのエネルギーの需

要側と供給側の施設を効率よく組み合わせることや、将来の水素社会を見据えた

水素等の新技術を導入すること等で、従来にはない高効率で低炭素な地域エネル

ギーのネットワークシステムを構築していきます。 
エネルギーのネットワーク化には、都市のインフラとして関係者（例えば、需

要側の公共公益施設の管理主体や民間企業、ＵＲ都市機構など、供給側の板橋清

掃工場など）が多く、相互に連携を図る必要があります。 
各事業体の事情に即しつつ、既存施設の更新やまちづくりの進展に併せた短・

中・長期的な視点から、計画的・段階的な検討が必要です。 

また、地域内交通の省エネ化として考えられる「歩き、自転車、公共交通機関

の利用拡大」については、単なる移動手段としてだけではなく、いきいきとした

人々の活動や心と体の健康、都市空間における人々の眼差しが注がれることによ

る安心感の高まり（防犯）等の波及効果が大きいことに着目し、その推進に向け

た環境整備を併行して検討していきます。 

②施設レベル、街区レベル、地域全体レベルの総合的なスマートエネルギーの推進 

スマートエネルギー化には、個々の建物の改修や新築に着実に省エネ・低炭素

化を図りながら、エネルギーの融通といった街区（複数街区）レベルの取り組み、

さらにはエネルギーマネジメントといった地域レベルの取り組みを積極的に推

進していくことが必要です。各レベルにおいて取り組みを着実に推進していくこ

とで、施設レベルで取り組む以上の省エネ・低炭素効果を生み出していきます。 

（次頁図） 
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各レベルでの総合的なスマートエネルギーの推進 

施設レベル 

 
・ＺＥＨ／ＺＥＢ化 

（高度な負荷抑制、自然エネルギ

ーのパッシブ・アクティブ利用、

高効率・節電機器の利用等） 

・エネルギー消費の見える化、省

エネコントロール 

（ＨＥＭＳ／ＢＥＭＳ／ＭＥＭＳ

利用） 

・スマートライフの実践 等 

街区レベル 

 
・エネルギー（電力・熱）の建物

間（群）での融通 

・再生可能エネルギーの街区（群）

での面的利用 

・コミュニティレベルでのスマー

トライフの実践 等 

地域全体レベル 

 
・エネルギーの面的利用の拡大 

・地域全体でのエネルギーマネジ

メント 

（ＣＥＭＳ利用） 等 

図：施設レベル、街区レベル、地域全体レベルの総合的なスマートエネルギー

の取り組み 

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）／ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：建物内における一次

エネルギー消費量を、建築物・設備の省エネ性能の向上、エネルギーの面的利用、オンサイトでの再生

可能エネルギーの活用等により削減し、年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロ又は概ね

ゼロとなる建築物をＺＥＢといい、住宅についてはＺＥＨという 

パッシブ・アクティブ：パッシブとは、建物の構造や間取り等を工夫することにより建物を取り巻く外的環境

（太陽、風、空気、熱等）を建物内に取り入れ、内部環境を良くしたり省エネを図ること。これに対し

てアクティブとは、機械を使って建物の内部環境を良くしたり省エネを図ること 

HEMS：住宅用エネルギー管理システムのこと。家庭で創エネ・蓄エネ・省エネ機器のエネルギーを効率的に利

用するためのコントロールシステム 

BEMS：ビル・エネルギー管理システムのこと。業務用ビルや工場内の設備全体のエネルギーを管理し、効率的

に利用・制御するためのコントロールシステム 

MEMS:マンション共用部のエネルギー管理システムのこと。マンションの設備全体のエネルギーを管理し、効

率的に利用・制御するためのコントロールシステム 

スマートライフ：省エネ、創エネ、蓄エネ、エネマネ（EMS）を組み合わせて管理すること 

CEMS:地域エネルギーマネジメントシステムの略称。地域内の需要家側と供給側をつなぎ、エネルギー利用の

効率化を図る仕組みで、ＨＥＭＳ、ＢＥＭＳを含めた地域全体のエネルギーを管理するシステム 
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③省エネ・創エネ・蓄エネ・エネマネといった総合的な取り組み 

従来からの「省エネ」にとどまらずに、地域特性や資源を生かした「創エネ」、

エネルギー需要のピークカット効果にも寄与する「蓄エネ」、更には、エネルギ

ーの見える化や省エネコントロールの推進といった「エネルギーマネジメント

（エネマネ）」を、それぞれのレベル（施設レベル、街区レベル、地域全体レベ

ル）において推進していく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

蓄エネ 

・蓄電・蓄熱 

・大型蓄電池、電気自動車、 

PHV のバッテリー活用 

創エネ 

・再生可能・未利用エネルギーの利用 

・コージェネ等のエネルギー効率利用 

・水素利用等の次世代エネルギー利用 

エネマネ 

・ｴﾈﾙｷﾞｰの見える化・省ｴﾈｺﾝﾄﾛｰﾙ 

・スマートライフの実践支援 

・地域コミュニティでの活用 

高島平地域における 

スマートエネルギー 

 

省エネ 

・住宅・建築物の省エネ化 

・エネルギーの面的利用 

・地域内交通の省エネ・低炭素化 

省エネ：省エネルギーの略で、同じ社会的・経済的効果をより少ないエネルギーで得られるようにすること 

ピークカット：夏の冷房、冬の暖房などによってできる電力需要のピーク（頂点）を低く抑えること 

PHV（プラグインハイブリッド車）：ハイブリッドカーのうち、家庭用電源のコンセントなどからモーター駆動

用の蓄電池（バッテリー）に充電できるようにした車。走行時にＣＯ２や排気ガスを出さない電気自動

車のメリットと、ガソリンエンジンとモーターの併用で遠距離走行ができるハイブリッドカーの長所を

併せ持つ自動車 
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④エネルギーネットワークを活かしたまちづくりへの貢献 

スマートエネルギー推進に関する取り組みは、単にエネルギーの分野にとどま

らず、高島平地域の様々なまちづくりの要素と密接に関連します。また、スマー

トエネルギー化により構築されるハード・ソフトのエネルギーネットワークは、

それらを上手に活用することで、生活の質の向上に寄与する可能性があります。 

こうした方針に基づき、地域全体のスマートエネルギー化の実現を時間軸から

整理することが重要です。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：エネルギーマネジメントを核としたスマートコミュニティ情報サービスのイメージ 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
スマートコミュニティ情報サービス：情報通信技術（ICT）を活用しながら、再生可能エネルギーの導入を促

進しつつ、電力、熱、水、交通、医療、生活情報など、あらゆる生活基盤の統合的な管理・最適制御を

実現し、賢く(スマートに)エネルギーを使う考え方に基づいて形成されたコミュニティの情報サービス

のこと 

 

 

  

 

熱 
電気 

都市ガス 

 

太陽光発電 

エコカー 

 

 

見える化 

 

戸建住宅 

高島平スマート 

コミュニティセンター 

 

 

  
 

 

広域情報網 

 

《多様なスマートコミュニティ情報サービス》 

①エネルギーマネジメントサービス 
（ＥＭＳ） 

・HEMS/BEMS/MEMS 情報の一括管理・見える化 
・省エネサポート情報の提供、機器制御サービス 
・エコポイント、グリーン電力証書等一括取り扱

い等 
②子育て支援サービス 
・子どもたちの学習支援サービス 
・保育所・児童館等見守り情報サービス 
③ウェルネス支援サービス 
・地域医療施設とのネットワークによる在宅医療 
・高齢者見守りサービス 
・健康・エコライフ支援サービス 等 
④ビジネス支援サービス 
・業務支援サービス 
・ビル管理サービス（防犯、設備管理等） 
⑤域内交通支援サービス 
・域内駐車場監視・共同利用サービス 
・カーシェアリングサービス 
・公共交通情報サービス 
・スマートエネルギースタンド（ＳＳ）監視等 
⑥タウン情報・行政情報サービス 
・タウン・行政情報サービス 
・災害時地域防災情報サービス 等 

               
                                               

  

 

  

 

 

 

 

 

   



31 

■各レベルでの総合的なスマートエネルギーの推進の具体的なイメージ 

①施設レベル（各住宅・建物）での省エネ等の推進 

施設レベルでは、改修や新築のタイ

ミングに合わせて省エネ化等（高断熱

化等による高度負荷抑制、自然エネル

ギーのパッシブ・アクティブ利用、高

効率機器の利用など）を積極的に図り

ます。 

併せて、スマートメーターのデータ

利用の推進やＨＥＭＳ／ＢＥＭＳ／Ｍ

ＥＭＳ等を積極的に導入し、これらを

総合的かつ高度に組み合わせ、建築物

のゼロエネルギー化（ＺＥＨ／ＺＥＢ

化）を推進します。（右図） 

また、公園灯等の太陽光発電一体型

のＬＥＤ照明の導入を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：スマートエネルギー推進のイメージ【施設レベル】 

 

(板橋清掃工場) 

・スマートメーター、ＨＥＭＳ／ＢＥＭＳ各

施設レベルでのゼロエネルギー化の推進 

・省エネ化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省 

図：スマートハウスのイメージ例 

  

系統電力 

照明・動力

 

・省エネ対策 

・スマートメーター、ＨＥＭＳ導入 

 太陽光発電 

スマートメーター、ＨＥＭＳ 

〈集合住宅等〉 

ゼロエネルギー化の推進 

・太陽エネルギーの積極利用 
（太陽光発電・太陽熱利用） 

・高効率機器導入（燃料電池等） 

※あくまでもイメージ図で、確定したものではありません 
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②街区レベルでの取り組み 

ａ．地域エネルギーネットワーク拠点の整備（次頁図） 

旧高七小跡地を含む区有地を活用して建設される施設は、施設内でのエネルギ

ーの有効利用のみならず、省エネ・防災等の面からも地域にとって有効なエネル

ギーシステムを整備し、高島平地域の新たな地域エネルギーネットワーク拠点と

していきます。（民間施設と公共施設における設備の設置方法は、別途検討。） 

 

◆高度な省エネ・防災対応型エネルギーシステムの導入 

平常時の高度な省エネ化に

加え、非常時（大規模停電時）

の自立性にも優れた高効率エ

ネルギーシステム（コージェネ

レーションシステム、太陽エネ

ルギー利用システム、蓄電・蓄

熱システム等）を導入すること

などが考えられます。（右図） 
 

◆エネルギーの見える化 

単にエネルギーの有効利用を図るだけでなく、システムの運転状況（エネル

ギーの需給状況等）や省エネ効果の状況などをリアルタイムに「見える化」し、

施設利用者や地域住民、さらには情報システムを使って区内外へ広く情報発信

していくことを検討する。これは、高島平地域のスマートエネルギー推進の新

たなイメージ構築にも寄与するものと考えられます。 
 

ｂ．区有地を活用した施設の周辺エリアを含めたエネルギーの面的融通システム

の検討（次頁図） 

高効率エネルギーシステムの導入により区有地を活用した施設内の省エ

ネ・防災機能を高度化しつつ、将来的には、施設の周辺エリア（例えば医療、

介護、商業施設など）に対して熱や電力を融通するためのシステム（エネルギ

ーの面的融通システム）の構築が考えられるため、周辺エリア施設の整備に際

しては、積極的にエネルギーのネットワーク化について検討していきます。 
 

ｃ．防災対応分散型エネルギーシステムの導入（次頁図） 

区立の小中学校をはじめとする公共施設は、災害時（大規模停電時等）に、

施設の機能や生活の維持に必要なエネルギーを供給できる体制の構築が重要

です。そこで、各施設の熱需要を見極めた上で、地域の防災力を向上させるた

めに、防災対応型のコージェネレーションシステムを分散配置することを検討

していきます。 

 

出典：東京ガス（株） 

図：コージェネレーションシステムの例 
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図：地域エネルギーネットワーク拠点の整備、エネルギーの面的融通、防災対応分散型

推進エネルギーシステムのイメージ【街区レベル】 
  

 

  

  

〈集合住宅〉 

〈※１区有地を活用した施設〉 

  

冷房 

暖房 

  電力 
 

照明・動力等 

系統電力 
都市ガス 

燃料電池 

給湯・暖房 

照明・動力

 

冷房 

暖房 

 

ＣＧＳ 

 

  
ＣＧＳ 

照明・動力等 
冷房 

暖房 

防災対応型小型ＣＧＳ 

〈災害対策拠点施設〉 

〈板橋清掃工場〉 

照明・動力等 

太陽光発電 

太陽光発電 

受変電設備 

※１の施設の周辺エリアの施設でのエネル

ギーの面的利用システムの検討＋防災対応

分散型エネルギーシステムの検討 

電力 

ごみ焼却排熱 

〈 板橋清掃工場 〉 

〉 

防 災 対 応
小型ＣＧＳ導入 

凡例 
冷熱・温熱 
非常時電力供給 
区有地を活用した施設 

防災対応型小型ＣＧＳ導入 

CGS（コージェネレーションシステム）：石油やガス等の一次エネルギーから電気と熱を合わせて発生させ供給

するシステムのこと。発電に伴って発生する排熱を冷暖房や給湯に活用することによりエネルギー効率

を大幅に向上させ、省エネルギーを推進する 

エネルギーの面的融通の検討 

 
地域エネルギーネットワーク拠点の整備 

・高度な省エネ・防災対応型エネルギーシス

テムの導入 

・エネルギーの見える化対策 

 防災対応分散型エネルギーシス
テムの導入 

・高度省エネ・防災対応型エネルギーシステムの導入 

・エネルギーの見える化 

・スマートメーター、ＢＥＭＳ導入 

 

※あくまでもイメージ図で、確定したものではありません 
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③地域全体レベルでの取り組み 

ａ．区有地を活用した施設を中心とした防災対応型の地域エネルギーネットワー

クの形成 

街区や地域全体レベルでのエネルギーの面的利用システムは、単にエネルギ

ーの効率的な利用のみならず、災害時（大規模停電時等）にも施設機能や生活

の維持に必要なエネルギー供給の自立機能を保証するためにも重要です。中央

施設内に導入された高度省エネ・防災対応型エネルギーシステム（プラント）

を中央（センター）とし、熱導管や電力線、情報ケーブルを使って中央（セン

ター）とネットワークする自立分散型のエネルギー拠点（サブステーション）

とをネットワーク化し、地域全体で災害に強いまちを構築していくことを検討

していきます。 
 
ｂ．未利用エネルギーの面的利用の推進 

地域に潜在的に存在すると想定される未利用エネルギーには、板橋清掃工場

からのごみ焼却廃熱などがあり、これを地域内で有効利用することが考えられ

ます。 

◆高温レベル（蒸気・高温水）の廃熱利用 

ごみ焼却廃熱を高温（蒸気または高温水として）で地域利用します。高温廃

熱の利用（抽気蒸気の利用など）のためには、清掃工場の設備改修時期に抽気

等の設備導入が必要になることから、板橋清掃工場と連携を図りながら計画を

進めていく必要があります。（資料集Ｐ385 参照：東京都品川八潮団地） 
◆低温レベル（温水）の廃熱利用 

一方で、廃熱利用のための大幅な改修や設備の導入が必要無く、現在の清掃

工場の運転に大きな影響を与えずに、回収が可能な低温廃熱を利用することも

考えられます。具体的には、ごみ焼却発電後の蒸気復水器からの低温廃熱（50

～60℃）を回収・搬送し、集合住宅などの温熱源の一部として利用することも

考えられます。（参考１・２及び、資料集Ｐ386 参照：兵庫県神戸市六甲アイ

ランド集合住宅地区） 
 
 
  

抽気：タービンで膨張の途中で一部だけ外部に取り出した蒸気のこと 
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参考 1．板橋清掃工場の低温廃熱利用について 

 

○板橋清掃工場の熱収支の現状 

・板橋清掃工場の H24 年度の年間可燃ごみ処理量は 158,835t/年※1です。可燃ご

み低位発熱量は 10,478MJ/t※2です。よって、ごみの持つエネルギーは 1,664TJ/

年です。 

・燃え残りによる損失を 1％、煙突や各設備での放熱を 15％と想定※3すると、板

橋清掃工場の H24 年度運転実績より、熱利用は 21.7％、電力利用は 17.7％と

算定されます。 

・現状有効活用している上記を除いた各設備での放熱（約 15％）、蒸気復水器で

の放熱（約 44.6％）を排熱回収利用対象として検討します。仮に蒸気復水器で

の放熱量の 50％を利用した場合、約 370TJ/年の排熱利用量となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：板橋清掃工場の熱収支の現状 

 

  

燃え残りによる損失約1%※3

所内・外部での熱利用等約21.7%※4

（内外部熱利用約0.05 %※4 ）

蒸気復水器での放熱や
タービン等での損失約

約44.6%※4

約17.7%※4

約62.3%※4

煙突や各設備での
放熱約15%※3

一部は減湿塔冷却水として回収され冷却塔
で大気に放熱されている。

大部分が空冷復水器
により大気に放熱さ

れている。

工場内外で有効活用
されている

工場内外で有効
活用されている

※1.「平成24年度清掃工場等作業年報」板橋清掃工場実績値
※2.「成24年度ごみ性状調査結果」板橋清掃工場実績値
※3.「事業概要（平成24年度版）」熱収支イメージ（例：中

央清掃工場）
（以上、東京二十三区清掃一部組合資料）
※4.※1記載値に基づき独自に算定

1,664TJ/年
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○板橋清掃工場からの低温廃熱利用可能位置ならびに利用方法案 

・現在活用している発電利用、熱利用に影響を与えないこととし、大気等に放熱

している余剰エネルギーを当面の利用対象とします。 

・排ガス処理系統の減湿塔では排ガスから水分を除去して白煙を防止するために

減湿用冷却水を循環させています。この冷却水（50～60℃程度）を熱利用しま

す。 

・蒸気復水器ではタービン出口蒸気を冷却し大気に放熱しています。空冷復水器

の一部を水冷復水器に改修し、その冷却水（50～60℃程度）を熱利用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減
湿
用
冷
却
塔 

① 

② 

図：板橋清掃工場からの廃熱利用可能位置 
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参考２．集合住宅での低温廃熱の利用方法 

 

・清掃工場で発生する低温排熱を加温せずに周辺の集合住宅の給湯余熱利用のた

めに供給します。 

・夏期は排熱温度が高く、搬送途中の熱ロスも小さいため住宅側での追い焚きは

不要であるが、冬期は排熱温度が低く、熱ロスが大きいため住宅側での追い焚

きが必要となります。 

 

 

 

図：集合住宅での低温廃熱の利用方法 

 

 

 

 

 

 

 

  

住戸熱源機
（給湯器）

風呂

給湯

冷房・暖房
(エアコン)

給
湯
予
熱
水
（
中
温
水
）

電力

ガス

給水

住棟

住戸

熱交換器
(給湯用)

給湯系

清掃工場
排熱

成り行き供給
地域熱媒水

熱交換器

排熱利用システムイメージ

夏期：追い焚き不要 冬期：追い焚き必要

排熱利用イメージ
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ｃ．計画的なエネルギーネットワーク形成のための熱導管等の敷設空間の整備 

都市再生の取り組みの進捗状況に併せて、計画的かつ効率的にエネルギーネ

ットワークを構築していくためには、道路下の空間などを活用し、熱供給導管

や廃熱導管、電力ケーブル、情報通信ケーブル等を効率的に収納できる敷設空

間（スマートコミュニティトンネル）の形成が必要となるため、長期的なスパ

ンで検討を行うことが肝要です。 

 
 
 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ごみ焼却排熱 

・高温廃熱 

・低温廃熱 

大 

大 

〈 〉 

計画的な面的エネルギー供給の拡大 

計画的な搬送空間の確保 

 
未利用エネルギー利用の面的

利用の推進 

 

凡例 

〈板橋清掃工場〉 

区有地を活用した施設 

電力 

冷熱・温熱 

高温廃熱 

低温廃熱 

 

  

 

 

〈集合住宅〉  〈集合住宅〉 

〈区有地を活用した施設〉 

  

冷房 

暖房 

  
電力  

照明・動力

 

系統電力 
都市ガス 

給水槽 
上水 

【ごみ焼却廃熱の面的利用】 

給湯・暖房 

 

照明・動力

 

 給湯器 
冷房 

暖房 

 

ごみ焼却廃熱 

（蒸気・高温廃熱） 
ＣＧＳ 

未利用エネルギーの面的利用 
（ごみ等焼却排熱の面的利用） 

 
ＣＧＳ 

照明・動力等 
冷房 

暖房 

防災対応型小型ＣＧ

 

〈災害対策拠点施設〉 

〈板橋清掃工場〉 

照明・動力等 

太陽光発電 

給湯・暖房 

照明・動力

 

 

補助熱源機器 

  
ごみ焼却廃熱 

（低温廃熱） 

【熱の面的利用の拡大】 

【電力の面的利用の拡大】 

※あくまでもイメージ図で、確定したものではありません 

図：防災対応型の地域エネルギーネットワーク形成のイメージ【地域全体レベル】 
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４ 防災 ～災害時でも継続的に生活の安定や都市機能が維持されるまち～ 

(1)安心・安全な避難・滞在拠点の形成 

高島平地域は、広幅員の道路や、緑地・公園のオープンスペース、高架化された

鉄道等、高水準の都市基盤と建物の不燃化率の高さ等から、震災時の火災から人々

を守るため、「避難場所への計画避難人口」と「地区内残留地区の地区内退避人口」

を合わせて約 11 万人の人々に対応する大規模な避難エリアに位置づけられていま

す。 

 

○避難場所「高島平二・三丁目地区」 

  高島平一丁目から五丁目と、徳丸・西台等の周辺地域からの避難場所 

  避難計画人口約９万人 

○地区内残留地区「高島平地区」 

  高島平六丁目から九丁目、新河岸一丁目から三丁目、蓮根三丁目、舟渡 

四丁目、三園二丁目の範囲 

  高島平六丁目から九丁目の地区内退避人口約２万人 

 

高島平地域は、東京都と埼玉県の都県境に接し、荒川に架橋（戸田橋、笹目橋）

して、埼玉県へ幹線道路が通っていることもあり、災害時の帰宅困難者対策として、

一時滞在施設が指定されています。 

 

○東京都の一時滞在施設「中央卸売市場（板橋市場）」（高島平六丁目） 

○板橋区の一時滞在施設「高島平地域センター」（高島平三丁目） 

 

現状の位置づけを踏まえて、震災に限らず、非常時を想定して、避難者や帰宅困

難者のために、よりきめ細かく避難・滞在拠点を形成するとともに、それら拠点間

のハード・ソフト両面からネットワークを構築します。 

 

①駅からアクセスしやすい拠点の形成と拠点間ネットワーク 

高島平駅及び新高島平駅からのアクセスに優れた既存の避難場所である「高島

平二・三丁目地区」に加えて、西高島平駅周辺・西台駅周辺の２か所を新たな拠

点と位置づけ、合計３か所の拠点形成をめざします。 

中央卸売市場（板橋市場）を内包する西高島平駅北側の「流通業務団地」につ

いて、板橋トラックターミナルの物流機能の高度化への取り組みと連動した有効

活用と関連しながら、避難・滞在拠点の形成を図ります。 

浸水時にも安全な人工地盤のある「西台駅前」のあり方を見直し、駅前周辺再

開発の動きとも関係づけながら、避難拠点の形成を図ります。 

３つの拠点間を連絡する高島通りは、植栽帯等を除く有効な歩行者空間が 1.5

ｍ程度の幅員しかないため、道路に平行する高島平緑地内の水景施設を見直して
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十分な歩行空間の確保を検討します。 

②河川氾濫時の浸水及び軟弱地盤対策等 

高島平地域は、地域全体が荒川氾濫時における「浸水被害想定区域」であり、

全域が浸水する恐れがあることも念頭に入れる必要があります。 

新河岸川については、上流の朝霞調節池、白子川調整池及び比丘尼橋の整備に

より、危険性が軽減されています。ただし、護岸の一部に余裕高の不足箇所が存

在することから、必要な護岸整備を行うよう関係機関に働きかけていきます。 

荒川の破堤・決壊に際しては、全域が２ｍ以上浸水する可能性があることから、

地域内に緊急避難できる場所を確保します。 

高島平駅南西側の公共用地の再整備において、避難空間を整備する他、西台駅

北側の人工地盤の開放、大規模商業施設の屋上駐車場の開放、高島平団地の共用

部分の開放等の既存施設の活用を関係者と協議しながら進めていきます。 

中長期的には、流通業務団地の立体利用の中で緊急避難空間を確保することを、

都市計画の規制緩和等も視野に入れながら検討していきます。また、地盤の嵩上

げ、人口地盤、歩行者デッキ等による緊急避難場所の整備を図る際は、関係者に

働きかけるとともに駅や鉄道高架等の既設の高所・高台を活用した緊急避難場所

の確保についても検討します。 

ハード面での対策に加えて、大規模水害に備えて、関係者が迅速で的確な対応

をとるために、いつ、誰が、どのように、何をするかをあらかじめ明確にしてお

くタイムライン（防災行動計画）の策定に向けた検討をおこないます。 

高島平地域には、一部に液状化の可能性が高い地域が存在することから、建物

の更新時に地盤改良や建物の耐力強化等の液状化対策を薦めていきます。特に、

地下埋設管が敷設されている道路に関わる箇所については、早期に対応していけ

る様に関係機関に働きかけていきます。 

災害時要援護者への対応の取り組みや、女性・乳幼児・児童・高齢者・障がい

者等の多様なニーズに配慮した災害対応を図ります。 

具体的には、乳幼児を抱える方の夜泣きや授乳のための専用室の確保、要援護

者のための運営スタッフの確保、女性・乳幼児・高齢者用の生活必需品の備蓄等、

災害時要援護者に関わる高島平地域の避難所の運営体制の充実強化を図ります。 

 

 

  
余裕高    ：一時的な水位の上昇により、水があふれ出ることを防ぐよう計画高水位に加えられる堤防の

高さ 
立体利用   ：都市施設の上部空間を他の用途で利用すること。当該地区の場合、流通業務地区（地域地区）

と流通業務団地（都市施設）の都市計画がかけられていることから、高度利用を図る区域に
ついて流通業務地区を外すとともに、立体都市計画による都市施設の立体利用をめざすこと
が想定される 

タイムライン ：台風や豪雨に伴う災害の発生から逆算し、自治体や住民の動きをあらかじめ定めておくもの。
予報を基に「３日前」「１日前」などの各段階ですべきことを明確にし、後手に回るのを防ぐ
のが狙い 

液状化    ：地震の際に、地下水位の高い砂地盤が振動により液体状になる現象。液状化が起きると軟弱
地盤となり、砂混じりの水が地表面に噴き出したり、部分的に陥没したりして、建物や地中
に埋設していた配管類に損傷を与える 

地下埋設管  ：地中に設置されている上下水道・ガス等の管 
災害時要援護者：高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、傷病者、日本語が不自由な外国人といった災害時に自力

で避難することが困難な人のこと 
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(2)広域的な救援拠点の形成 

東京都の地域防災計画において、救出救助、ライフライン復旧、物資輸送の広域

的な拠点が複数位置づけられています。 

  ○大規模救出救助活動拠点「板橋清掃工場」 

  ○広域輸送基地「板橋トラックターミナル」「中央卸売市場（板橋市場）」 

また、それを支える緊急輸送道路が地域内外に縦横に位置づけられています。 

  ○特定緊急輸送道路「国道 17 号線（新大宮バイパス）」「首都高速５号線」 

  ○一般緊急輸送道路「高島通り」「都道 446 号（長後赤塚線）」他 

こうした位置づけを踏まえて、地域の内外にまたがる「広域的な救援拠点」を形

成するとともに、救急救命・消火活動、物資の輸送、復旧復興の生命線・大動脈と

なる「緊急輸送道路の閉そく防止」の取り組みを進めていきます。 

また、災害拠点病院が区の南側に集中し、救急医療がやや手薄となっている区北

部における新たな「医療救護拠点」の形成を図ります。 

 

①広域的な救援拠点の形成と緊急輸送道路の閉そく防止 

大規模救出救助活動拠点の板橋清掃工場と流通業務団地及びその周辺の２か

所を「広域的な救援拠点」として位置づけ、区や地域の範囲を越えた、国や東京

都における広域的な救援拠点となるよう区として働きかけを行います。 

流通業務団地及びその周辺については、新大宮バイパスと高島通りにアクセス

できる広域輸送基地が存在する他、高島平地域に隣接する給水拠点の三園浄水場

もあり、これらを合わせて、広域的な物資輸送の拠点とします。 

また、災害時の救助や物資輸送等を円滑に行うため、緊急輸送道路の沿道建築

物の耐震化を推進します。このため、既に沿道建築物の耐震診断が義務付けられ

ている特定緊急輸送道路は勿論のこと、一般緊急輸送道路についても助成制度を

活用してアドバイザー派遣や耐震診断を促すとともに、必要に応じて、耐震改修

または除却・建替えを進めていきます。 

 

  

大規模救出救助活動拠点：発災直後の救出･救助等の初動体制確立のため、自衛隊、広域緊急援助隊（警察）、緊
急消防援助隊（消防）、その他広域支援･救助部隊等のベースキャンプとして活用する
活動拠点 

広域輸送基地     ：他県等からの緊急物資等の受入れ、一時保管、地域輸送拠点等へ積替え･配送等を実
施する輸送の拠点。都内には陸上輸送基地 12 箇所、海上輸送基地 10 箇所、航空輸送
基地 3箇所の合計 25 箇所指定されている 

特定緊急輸送道路   ：東京都が指定する第一次緊急輸送道路。緊急輸送道路のうち特に沿道建築物耐震化の
推進が必要な道路 

一般緊急輸送道路   ：東京都が指定する第二次緊急輸送道路や第三次緊急輸送道路。地震直後から発生する
緊急輸送を円滑に行うための道路で、高速自動車国道、一般国道及びこれらを連絡す
る幹線道路と知事が指定する防災拠点を相互に連絡する道路 

災害拠点病院     ：災害対策基本法に基づいて都道府県知事が指定する病院で、県内や近県で災害が発生
し、通常の医療体制では被災者に対する適切な医療を提供することが困難な場合に、
都道府県知事の要請により、傷病者の受け入れや医療救護班（Disaster Medical 
Assistance Team = DMAT）の派遣を行う病院 
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②新たな医療救護拠点の形成 

災害拠点病院から離れている高島平地域の医療救護活動を強化するため、既存

の２つの二次救急医療機関（板橋区医師会病院・高島平中央総合病院）と赤塚公

園内の臨時ヘリポート（災害時臨時離着陸場）を活用して、傷病者の受け入れ等

において災害拠点病院を補完する新たな医療救護拠点の形成をめざします。 

そのために、建物の耐震耐火性の向上、必要な資器材等の備蓄、応急収容する

ために転用できる場所の確保、自家発電機の整備などの災害拠点病院に準ずる条

件を整えるための方策を検討していきます。 

 

(3)ＤＣＰ（District Continuity Plan）の推進による地域機能の継続 

大規模災害で被災した地域が居住や経済活動、社会的機能を維持・継続していく

ためには、地域に所在する行政や企業の機能継続が重要です。このため危機管理対

策としてＢＣＰ（Business Continuity Plan）の策定が推進されています。 

ＢＣＰは、民間企業の「事業継続計画」、公的機関の「業務継続計画」と訳され、

大規模災害や大事故など、通常業務の遂行が困難になる事態が発生した際に、事業

（業務）の継続や復旧を速やかに遂行するために策定される計画であり、これまで

民間企業や公的機関において個々に取り組みが進められてきました。 

しかし、東日本大震災では，多くの拠点施設が津波で流出し，地域機能がほとん

ど喪失するという事態に陥り、個々の組織の継続計画だけでは十分に対応できない

ことが明らかになりました。首都圏においても、首都直下の巨大地震による広域的

で甚大な被害が想定されており、さらには昨今の地球温暖化の影響によるゲリラ豪

雨などにより大規模な水害等の発生が懸念され、広い地域が機能不全に陥る恐れが

あります。 

また、大規模災害が発生した場合には、なかなか公的支援を得られないことが想

定されます。阪神・淡路大震災では、救護者の８割が公的機関ではなく、家族や友

人・近隣の人に救護されたといわれており、また東日本大震災でも支援の遅れが指

摘されていることから、日頃から地域における自助・共助の考え方を浸透させてお

く必要があります。 

このような状況において、地域住民の生命や財産、地域の経済、環境等を守るた

めのＤＣＰ（District Continuity Plan：地域継続計画）の策定・実践により、地

域一帯の強靭な社会構造への転換を図ることが必要です。 

ＤＣＰは、大規模災害が発生し救助が来ない時やライフラインが失われたときに、

地域全体で連携して助けあうための方法を策定するものであり、各地域固有の特徴

や想定される被災状況に応じて、エリアマネジメント組織等が策定するものです。 

 

 

 

 
二次救急医療機関：地域の病院（一般の総合病院や国公立病院など）がグループをつくり、輪番制で休日、夜間

に重症救急患者を受け入れて入院治療を行う医療機関をいい、原則として、主に軽症患者を
診察する初期救急医療施設からの転送患者を受け入れるもの 

ライフライン  ：市民生活の基盤となる生命線。電気、ガス、水道、電話、交通、通信などの都市生活を支え
るシステムの総称 
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高島平地域は、震災時の避難場所であり、帰宅困難者の一時滞在施設が複数存在

することに加えて、大規模水害の恐れもある地域であり、多様な災害の局面に対応

できる地域社会の構築が必要です。 

以上のような背景を踏まえて、高島平地域を対象とするＤＣＰの策定をめざすと

ともに、災害時の地域全体の指令塔となる新たな拠点の形成と、既存の活動をベー

スにした自助・共助の推進、非常用のライフラインの確保等により、地域機能を継

続させていく取り組みの検討を進めていきます。 

また、緊急時における継続性の確保に向けて地域一丸となって取り組むことによ

り、「暮らし続けられるまち」としての高島平地域の安全面でのブランドイメージ

をアピールしていきます。 

 

①防災に関する地域の中核的機能を担う拠点の整備 

高島平駅南西側の公共用地の再整備において、ＴＤＣの整備と併せて、平常

時・災害時のどの場面においても活動の中核となるＤＣＰ拠点の整備を検討しま

す。 

ＤＣＰ拠点は、平常時は、地域継続マネジメントを支援する役割を担い、地域

内の企業や大学、医療機関等のＢＣＰ策定の支援を行うとともに、災害時には、

地域の応急・復旧活動のヘッドクオーター機能を担う「生き延びるための司令塔」

として、発災直後の短期間をつなぐ地域のオペレーション、復旧・復興における

ボランティア活動等の地域拠点等となります。 

そのために、強固な耐震性を備え、最優先でのライフラインの確保を図ること

が求められるのは勿論のこと、区の災害対策本部や地域内の避難・滞在拠点や救

援拠点等と直結する衛星電話等の非常通信手段の整備も推進します。 

地域内に立地し、区と包括協定を締結している大東文化大学は、「災害時や日

頃の備えにおける大学の地域貢献のあり方や行政との連携よる災害時対応」につ

いて議論する場を設けたり、大学教員・学生・地域住民で立ち上げた「みらいネ

ット高島平」が活動する等、地域と密着した活動実績があることから、そうした

活動を地域コミュニティが中心となった防災計画の策定支援や災害時要援護者

支援等に結び付けるように育成しながら、大東文化大学にＤＣＰ拠点の補完機能

を設置することを働きかけます。 

また、教育機関として、行政とも連携しながら、危機管理等を専門とする人材

養成講座の開設等も検討していきます。 

 

②地域コミュニティにおける自助・共助の推進 

生命を維持するために必要な「建造物の耐震性」「水・食糧」「避難空間」の３

条件を備えた災害時の避難所でもある区立小学校について、ＤＣＰの地区拠点と

しての位置づけを精査し、生命の危機を逃れた後に必要になる「通信」「電気」「ト

イレ」設備の確保を図ります。ここを中心に、地域の担い手が災害時の機能継続

ヘッドクオーター：総合的な指揮命令系統の中枢。本部。司令部 
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を図るとともに、日常的には地区内の居住者・事業者等が行う自発的な防災活動

を支援します。また、自治会等の防災活動とも連携を図ります。 

内閣府の「地区防災計画ガイドライン」に基づき、自治会・町内会、小学校区

等の地域コミュニティを概ねの単位として、地区防災計画の作成を検討します。

地区防災計画は、地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計画であり、居住者

等が自ら計画の素案を作成することで、地域防災力の底上げを効果的に図ってい

きます。 

 

③非常用ライフラインの確保 

阪神・淡路大震災においても災害発生後３日で約９割が復旧したように、系統

電力の災害復旧の速度は他のライフラインに比べて極めて早いものですが、災害

直後 72 時間の電源確保は極めて重要です。 

そこで高島平地域において、コージェネレーション・システムの整備や板橋清

掃工場の余剰電力の活用、その他再生可能エネルギーの活用等、小さな電力をネ

ットワークさせたマイクログリッドを構築し、安定電源の確保をめざしていきま

す。 

災害に対していつも完全に通話が保証できる通信媒体は存在しないことから、

通信不通の時間帯の代替通信網を確保するため、地域のＣＡＴＶ網を活用したＣ

ＡＴＶ電話等も視野に含めた、通信網の多重化の促進をめざします。それにより、

どれかの媒体が生き残る可能性が高まり、被災時の通信リダンダンシーは大きく

高まります。 

ボトムアップ型        ：下からの意見を上部へ汲み上げること。 現場からの提案を採用すること 
系統電力           ：発電所から消費者の受電設備に至る電気のネットワーク 
コージェネレーション・システム：熱源より電力と熱を生産し供給するシステムの総称 
再生可能エネルギー      ：太陽光や風力、地熱といった地球資源の一部など自然界に常に存在するエネ

ルギー。その大きな特徴は、「枯渇しない」「どこにでも存在する」「CO2 を
排出しない（増加させない）」こと 

マイクログリッド       ：マイクログリッドとは、複数の発電・蓄電設備をネットワーク化し、電力需
要にあわせて最適制御することで需給バランスを調整し、安定的に電力を供
給するシステム。既存の電力系統との協調を図りながら、CO2 排出量削減に
寄与する新エネルギーを大容量導入することが可能 

ＣＡＴＶ           ：ケーブルテレビ。テレビの映像・音声信号を無線電波ではなく、ケーブルで
利用者に伝送するサービス 

ＣＡＴＶ電話         ：ケーブルテレビ事業者が自社の光ファイバーや同軸ケーブルの通信網を利用
して提供する通話サービス 

通信リダンダンシー      ：リダンダンシー（冗長性）とは、必要最低限のシステム以外に、予備のシス
テムがある状態のこと。通信においては、通信回路を複数の系統にすること
で、災害や障害によるシステムの停止などのトラブルに対応することができ
る 
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